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２００１年４月に組織体制の変革があり、また、

１月からは有明海のノリ不作問題への対応で全力

疾走してきた忙しさもあって、１年振りに発行す

る西海水研ニュースとなってしまった。前号の巻

頭言で筆者は２０世紀を振り返ったが、今号では

組織体制の変革のご報告と展望を記しておきた

い。問題の特質から、以下には単に西海水研のあ

り方論だけに止まらず、大きな風呂敷を広げた記

述も多々含まれていることを呑み込んでいただけ

れば幸いである。キィワードは独立行政法人、運

営の効率化、説明責任である。

「 独立行政法人への移行 」
２００１年４月１日付で「独立行政法人水産総合

研究センター」が発足し、半世紀の歴史を刻んだ

西海区水産研究所はこの傘下の組織となった。水

産総合研究センター（以下水研センター）は水産

庁の９研究所を統合して、横浜市の中央水産研究

所敷地内に理事長以下６９名の規模の本部を設立

した。水研センター全体としては、９研究所、１

０隻の調査船、計７８３名の定員を引き継いで発足

しており、発足時点では研究職４２２名、一般職・

技術専門職１８１名、船舶職１７６名が配置されてい

る。

独立行政法人の発足は国による水産研究の１０４

年の歴史で初めての体制変革であるが、当所を含

めて９研究所の配置や研究部門の規模はほぼ従前

通りであり、業務も継承している。職員の身分も今

まで通り国家公務員であり、地域における役割等

についても同様である。一見大きな変化は見られ

ないようでもあるが、実は我々自身の意識を改革し

て対応しなければならない大きな変革なのである。

新たな形態として法律化された独立行政法人

（以下独法人）は、政府の行政機関が直接行って

きた事務・業務のうち、公共上の見地から確実に

実施されることが必要なものを遂行する機関であ

る。我が国の行財政改革の一環として行政機関の

責任と機能を見直し、政府の減量化と政策遂行を

確保するためのアウトソーシングの受け皿として

独法人が設けられた。大多数の国立試験研究機関、

教育・訓練機関、検査指導機関が独法人となり、

水産庁では９研究所の他に水産大学校、さけ・ま

す資源管理センターが独法人となった。農林水産

省の試験研究機関は農業関係１９、林業関係１、

水産関係９の都合２９場所（じょうしょ）があっ

たが、統合を行って農業関係６、林業関係１、水

産関係１の都合８独法人として発足した。なお、

旧農業総合研究所については農林水産政策研究所

となり、引き続き国立研究機関として位置づけら

れており、名称のように政策立案に密接した研究

を行うこととしている。

「 資産、業務、予算 」
調査船を含む研究施設・設備等の資産は、政府

からの現物出資という形で水研センターが引き続

き利用できるようになっている。調査研究を含む

具体的な業務の範囲については、独立行政法人通

則法および独立行政法人水産総合研究センター法

（個別法）によって定められており、基本的に従

来のものを引き継いでいる。独法人化を契機とし

て、新たに投資効果の高い営業的な領域を開拓す

るような経営はできない。そのようなことをすれ

ば、前段に記したような本来の使命が疎かになっ

てしまうからである。

水研センターの業務は農林水産大臣が定める中

期目標を受けて中期計画を作成し、大臣の承認を

得て、各年度の計画に沿って実施される。第１期

として２００１～０５年度の５年間の中期計画が承認

されている。年度計画に沿って業務が効率的に適

切に実施されているかどうかについて、後述のよ
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うに農林水産省の評価委員会において評価される

ことになっている。

独法人は独立採算性を前提としたものであると

誤解されることがあるが、運営に必要な経費は引

き続き国費によってまかなわれる。具体的には�

運営費交付金（人件費、経常的研究費、一部のプ

ロジェクト研究費を含む）、�農林水産技術会議

事務局・環境省・文部科学省等からのプロジェク

ト研究費等、いわゆる外部の競争的資金、�水産

庁からの委託費が主要なものである。政府の財政

運営状況を反映して今後�の増額は厳しい見通し

であるので、�の競争的資金の獲得が従来以上に

重要な課題となってくる。�は従来行政費として

手当てされてきたものを、独法人化に伴って水産

庁からの委託費としたものであり、主要魚種のＴ

ＡＣ／ＡＢＣに対応した我が国周辺水域の漁業資

源調査等の水産施策に沿った業務に当てられる経

費である。このように、従来水産庁研究所として

水産施策に対応して果たしてきた役割は、国際会

議への対応等も含め水研センターに継承されてお

り、中期計画でも「第２－２　専門分野を活かし

た社会貢献（５）行政施策への協力」として位置

づけられている。

「 独法人となって付加されたもの 」
政府が独法人化によって保証した最大のもの

は、研究所の経営に対する自主性・自律性である。

独法人化によって、国の行政機関の一部として設

置されてきたゆえの種々の制約からは離れ、研究

所としての運営がしやすくなった。独法人の長

（理事長）の裁量権が大幅に拡大されたことに

よって、効率的な業務運営を行い、成果を上げる

ことが期待されている（正確に言えば、求められ

ている）。例えば、業務遂行に当たっての事前の

協議は原則的に事後報告でよく、運営費交付金は

費目間流用や繰越しが可能である。従来の総務庁

等による組織体制・定員管理からは離れて、独法

人が自由に職員数を設定できる建前となった。給

与や処遇についても人事院勧告や人事院の諸制度

からは切り離されて、独自の体系を作り労使交渉

で決定することが可能となっている。

このように記すと独法人化はよいことばかりの

ように受け取られるかも知れないが、従来の国立

研究機関にはなかったこれらのメリットを享受する

ことは簡単なものではなく、種々の制約や困難が伴

うことが予見される。例えば、従来の定員の概念

は交付金の人件費に置き換えられたが、この縛り

の中で実員を増加することはほとんど困難であり、

外部の競争的資金を獲得するなかで任期付任用に

よる研究者を確保するなどの工夫が必要となろう。

また、従来の定員削減計画の縛りからは形式上外

れたものの、中期計画の中で５年間の常勤職員の

人員計画を書き込んでおり、実質的な削減を約束

させられている。何れにしても上述のようなメリッ

トが絵に描いた餅とならないようにするために

は、特段の知恵と汗を絞り出すことが必要である。
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西海水研として記しておきたいことは、この機

会に石垣支所がサンセット組織から開放されたこ

とである。サンセット組織とは、新規（あるいは

振替）定員要求に対して総務庁が時限措置として

認めるもので、目標の達成あるいは存続意義の消

失等研究組織の廃止を前提としての厳しい見直し

を３～５年間隔で受ける方式である。石垣支所は

水産庁研究所では初の大型の支所として１９９４年

以降４年度にわたり逐次５研究室の組織を確立し

てきたが、この際に支所長を除く研究職の個々の

定員（１８名）全てがサンセット組織となり、厳

しい見直しを受けてきた。今回の独法人化により

サンセット組織の見直しからは開放され、新たな

研究計画に沿って着実な研究の遂行に心がけるこ

ととしている。このことは西海水研にとって大き

な利点であるが、別の側面から見るときには水研

センター全体がサンセット組織になったというべ

きであり、このような厳しい認識を持って研究所

の運営に当たらなければならないところである。

水産庁研究所は戦後８海区水産研究所として分

立して以来それぞれが独立した９つの研究所として

運営されてきたが、今回水研センターとして統一され

たことによって一体感が増してきた。水研センター全

体を束ねる本部は、傘下の９研究所にとって効率

的であると同時に、対外的にも存在感があることが

期待されている。調査研究にかかる業務の遂行（価

値の生産）はそれぞれの研究所が担っているのであ

るから、地域における中核研究機関としての役割を

果たすためにも、また、研究の活性化を図るために

も、各研究所の運営における十分な自主性・自律

性が保証されることが大切であると考える。本部

の形成によっていたずらに形式の統一にこだわる

ようなやり方は極力排除しなければならない。

独法人化によって失ったものを数え上げても仕

方があるまい。自主性・自律性の保証と経営の自

由度を最大限に活用しつつ新たな礎を築くことが

重要である。そのためには、西海水研に働く個々

人が経営感覚をしっかりと身につけながら努力す

ることが大切であるとして、職員の自覚を促して

いるところである。

「 独法人化に伴って要求されるもの 」
独法人化により自主性・自律性が保証されたと

記したが、これは業務を従来の国立研究所時代よ

りも一層効率的に遂行するためであり、従来と同

じことを同じやり方でやっていたのでは評価に耐

えられないことになる。そもそも研究所における

業務実施の効率化という概念は必ずしも馴染まな

い部分が多々あり、研究というものは「手作り」

作業に近いもので、工場における大量生産による

効率化の追求とは大きく異なる性格を持ってい

る。しかもなお、独法人化にともなって業務の効

率化が要求されているのであり、この対応には更

にも知恵と汗が不可欠である。

自主性・自律性が保証され、運営に必要な経費

が保証され、職員の身分についても保証された独

法人に対して要求されるものは、上述のように業

務を従来以上に効率化して実施することである。

これは政府が独法人に投下した費用に対する効果

（独法人による業務遂行と成果）の比率を高める

ことである。過去１世紀にわたり国は科学技術の

推進とその成果を通しての産業振興を企図し、基

礎的研究から産業的応用研究を含む研究領域を受

け持つ国立の試験研究機関を整備し、投資してき庁 名 板 の 除 幕
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た。そこでの研究は元々費用対投資効果（コスト

パフォーマンス）が大きくない、あるいは成否の

リスクの大きいものが中心となっていた。研究そ

のものの性格は今後も変わらないとしても、独法

人における運営においては効率化が求められる。

この一見矛盾した要求に対してどのように具体的

に進捗を説明するかが必要となってきた。国の予

算が投入されて実施される業務の内容や成果等に

ついては、行政同様に研究所としても十分に説明

する責任（国や納税者全般に対するアカウンタビ

リティー。説明責任）を負っているのであり、十分

な情報公開がこの裏打ちとなることは当然である。

従来の国立研究所としての組織・機能の評価

は、総務庁による行政監察等によって随時行われ

てきた。予算の執行に関しては、会計検査院によ

る実地検査等が行われてきた。今後は各省庁に設

置される評価委員会によって独法人に対する評価

が行われる。農林水産省の評価委員会には水産分

科会が設置されており、水研センターの評価は主

にこの分科会が担当する。そこでは、各年度の当

初に設定した年度計画に沿った業務の達成度や運

営について点検し、評価が行われ、必要な改善措

置が勧告される。更に農林水産省の評価委員会、

総務省に設置された評価委員会等の上部の委員会

による点検と評価が行われる。今後５年間の中期

目標の期間が終了した際には、農林水産大臣は評

価委員会の意見を聞き、独法人としての業務を継

続させる必要性、組織のあり方、その他組織と業

務の全般にわたる検討を行い、所要の措置を取る

こととされている。

評価委員会において適切かつ十分な理解を得る

ために、水研センターが事前に十分に自主的な評

価を行う必要があり、このための体制も整えられ

た。詳細は別の機会にご説明することとしたい。

交付金による経常研究課題についても、各部・支

所が開催する評価部会において外部の学識経験者

に評価をいただくこととしている。また、西海水

研において開催する主要な会議として、西海ブ

ロック水産業関係試験研究推進会議（構成者はブ

ロック内各県の水産関係試験研究機関の長等）お

よび西海水研研究機関評価会議（委員として外部

の学識経験者５名を委嘱）があるが、これらにつ

いては位置づけに若干の変更があるものの基本的

な役割は引き継がれている。

「 西海水研を発展させるために 」
新たな制度である独法人の先行きについて漠然

と思い悩んでみても始まらない。この制度の発足

によって得たものを活用し、厳しい評価に耐え、

西海水研を発展させるために必要なことをよくよ

く考えることが大切である。この制度は知恵ある

者が生き残る世界であると筆者は考えており、壮

大な実験または試験、あるいは航海が始まったの

である。西海水研に働く個々人が国の行財政改革
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の大きな流れを受け止め、被害者意識から脱却し、

知恵の創出へとエネルギーを向けなければならな

い。そして、研究の活性化と効率化をどのように

して同時に達成できるかを考えねばならない。

西海水研は研究が主軸となる組織であるから、

何よりも研究の活性化を図ることが大切であり、

このためには研究者個々人の能力の発揮が従来に

も増して重要である。築後４０年になろうとする

老朽な庁舎での研究を余儀なくされている当所に

おいては、このための研究環境を整えることが喫

緊の課題であった。西海水研庁舎の新築移転整備

に要する経費（３６億５百万円）が２００１年度第２

次補正予算で認められたことは、まことにタイミ

ングのよい快挙であり、本稿においてこのことを

ご報告できることを喜びたい。２００２年度末には

現在の２倍の広さを持つ研究本館を始めとする主

要な庁舎の建設が完了する計画となっており、引

き続き２００３年度においても水研センターの施設

費補助金を用いて整備が進められる。この準備と

実施でかなりの時間を持ち出すことは覚悟してい

るところであり、施設の完成後にはもはや研究環

境の不備を口実とすることはできない。

研究の活性化を図るために、次には研究者の資

質向上への取組みと併せて業績に対する適切な評

価を実施し、その結果を処遇に反映させることも

必要である。研究機関の運営全般に関する評価

（上記の西海水研研究機関評価会議において実

施）、研究課題に対する評価（上記の研究評価部

会等において実施）に加えて、新たに研究者の業

績評価を実施すべきことが「科学技術基本計画」

（２００１年３月閣議決定）に盛り込まれており、これ

に対応する制度を水研センターとして準備中であ

る。

研究者の補充については公務員試験合格者から

の採用が中心となっていたが、今後は選考採用の

充実を含め採用方策の広域化を図ることが求めら

れており、すでにこのような方向での努力も結実し

つつある。西海水研の研究の向上と体力の強化の

ために外部の競争的資金の獲得を図ることは引き

続き重要な課題であり、このためには調査から研究

の領域へ、防御的研究から攻撃的研究へと展開で

きるような組織と運営が実現されなければならない。

国際的な対応の主軸であった日韓、日中漁業協

定については、数年間の空白を経て新たな協定に

もとづく研究者の協議体の設置に向けての合意形

成が進められており、この分野で西海水研は主導

的な役割を果たしてゆくことが期待されている。

この間にも西海水研の研究者を韓国、中国に派遣

し、研究者レベルでの交流を継続してきたところ

であるが、今年２月には日本海区水産研究所と共

同で韓国、中国の研究者を招聘して漁業資源に関

する国際シンポジウムを開催した。この画期的な

交流を契機として、今後活発な国際交流と共同が

発展することを期待し、努力したい。水研セン

ターが主催した今回のシンポジウムは、独法人と

なったことを活用した企画であり、各国の行政レ

ベルが主導して開催しようとする際の種々の困難

からは開放された有意義な内容であったことを付

記したい。

２０００年１２月に始まった有明海のノリ養殖業の

深刻な生産阻害の問題に対する対応については、

別掲の記事を参照願いたい。このことを通して、

地域における中核研究所としての西海水研が果た

すべき役割について改めて確認した思いであり、

社会的な存在としてのプラスの波及効果も種々得

られている。新たな施設・設備を整備することに

より、更に高度な技術によって裏打ちしながらこ

の役割を担ってゆくことになる。

独法人としての役割を認識し、研究の成果だけ

でなく、目標、計画、評価等を含む広範な情報を

発信することは、国から多大な資金を得て業務を

行う組織として広く国民全体に分かりやすく説明

する責任を果たすことの重要な部分である。業務

を計画に沿って実施すること、評価に対する準備

を行うこと、委託費の報告書を作成すること、支

出内容をきっちりと報告すること等々従来以上の

新たな業務が出てきている状況ではあるが、本誌

の読者の方々が今後の当所からの情報の発信に対

して注目いただければ幸いである。

（西海区水産研究所長）
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有明海のノリ養殖の深刻な不作は２００１年１月

に地域の産業・社会の問題から一挙に政治問題と

なって、繰返し全国レベルのマスコミ等で報道さ

れてきた。西海水研ではこの問題を最優先の緊急

事項として受止め、研究領域における対応を図っ

てきたところである。ノリ不作・タイラギ不漁問

題の原因解明と対策技術の確立に向けた取組みは

現在も継続しているが、この１年を振り返りつつ

西海水研における対応について概略を記録してお

きたい。

２０００年秋に始まった漁期のノリ養殖生産量は

最終的には前年比５８％となり、特に湾奥の福岡、

佐賀両県の減産が著しかった。２００１年秋からの

今漁期には前年漁期のような珪藻プランクトンの

大増殖もなく、前年比２０５％を上回る生産量が達

成されて、平年を上回る豊作となったようである。

この間行政の指導と養殖業者の自主的努力による

減柵や活性（酸）処理剤の適切な使用と廃棄管理等

が徹底したことも、効果的であったといわれてい

る。しかし、タイラギ等二枚貝類の不漁は続いて

おり、今漁期のノリ養殖の豊作をもって有明海の

海洋環境が改善された証明とすることはできな

い。

２０００年度において西海水研が中心となって実

施した緊急調査は終了し、成果もほぼ集約された。

関連する研究問題は引き続いて開始されたプロ

ジェクト研究においても取り組まれて、成果も

徐々に上がってきている。このプロジェクト研究

（後述の行政対応特別研究「有明生物」）の一層の

深化と集約とはこれからである。第三者委員会の

活動は２年間継続することが決められており、こ

の委員会への対応も継続中である。本稿は木谷浩

三、白石　學による別項の記事とともに３段構成

として執筆したものである。

有明海の特異な環境と漁業

福岡、佐賀、長崎、熊本４県に囲まれた有明海

は、海域面積と平均水深が伊勢湾に近く、東京湾、

大阪湾等とも類似する典型的な浅海内湾である。

有明海は奥行き（湾軸長１００ｋｍ）に比較して湾

口部が狭小（５ｋｍ）で閉鎖性が強く、外海との

水の交換は大きくない。本質的に富栄養化や汚染

等に結びつきやすい性格をもっている。このよう

な有明海の大きな生物生産を支えてきたのは、干

潟と潮流の働きであるといわれている。熊本県か

ら福岡県にかけての湾東部には砂質干潟が、また、

佐賀県から長崎県にかけての湾西部には泥質干潟

（ガタ）が発達し、そこでは極めて特異で多様な

生態系とそれに対応する漁業が営まれてきた。築

後川を始めとする河川から流入する微細な粘土粒

子は河口域から海域にかけて栄養塩や有機物と結

び付き、運搬され、堆積することによって泥質干

潟が形成される。諫早湾奥部に広がっていた２００

平方ｋｍもの広大な干潟では、年間５ｃｍの厚さで

堆積が進行していたといわれている。有明海の形

状に起因する固有振動と潮汐とが相乗されて、湾

奥部では大潮時に潮差が６ｍにも達し、このこと

によって発生する強い流れがこの海域の豊かな生

産性を支え、シャトネラなどの有害赤潮の発生を

抑制してきたのであろう。

有明海沿岸部における干潟の干陸化と耕作地の

形成は、すでに１３世紀に記録があり、数百年も

の歴史の中で徐々に干拓が行われてきた。しかし、

人為的な環境改変の規模は今世紀に入って著しく

拡大し、佐賀県での国営干拓事業（１９３３～６８年、

１１７４ｈａ）を始め、築後大堰の建設（１９８０年１２

月～１９８５年４月）、熊本新港の建設工事（１９７９

年～）、諫早湾干拓堤防の閉切り工事（１９８９年～

９７年４月）等をそれらの例として上げることが

有明海ノリ不作問題とその取組み
－（１）問題の発生と対応の3側面－

嶋　津　靖　彦
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できる。また、筑後川、緑川、白川、菊池川、矢

部川等の主要河川の流域（６,０００平方ｋｍ以上）

の産業活動や人口増加に伴う栄養塩の流入等に起

因する水質の悪化は、大きな問題を投げかけてき

た。アサリ等貝類の顕著な減産に伴って有明海の

漁獲量は７９年の１３６,０００トンをピークとして大

きく減少し、魚類についても８７年の１３,７００トン

をピークとして最近ではその４２％にまで減少し

てきている。人工採苗、冷凍網、活性（酸）処理

等の技術開発に裏打ちされながら生産量を伸張し

てきた冬季のノリ養殖業は、生産額が４４０億円

（１９９８養殖年度：１９９８年７月～１９９９年６月）に達

し、有明海の水産業全体の生産金額の６８％を占

める基幹産業となってきていた。

問題の発生と西海水研の対応

このような背景を持ちつつ２０００年１２月に始

まったノリ養殖での著しい不振は、ノリと栄養塩

を競合する植物プランクトンが過去に類例を見な

いほど早期にかつ大量に発生し、ノリが黄色く

「色落ち」して、商品価値がなくなってしまう事

象に起因する。有明海におけるノリ養殖は、もと

もと秋と春の珪藻類の大発生（ブルーミングと呼

ばれる季節的な事象）の隙間に行われる産業であ

り、特に春の珪藻の大発生はノリ養殖の終りを決

定する事象である。ノリの成長には海水中の窒素

やリンが必要であるが、植物プランクトンである

珪藻類の増殖によってこれらの栄養塩が消費され

るため、珪素類が大発生すると彼らに栄養分が奪

われて栄養不足となったノリは黒くならずに黄色

くなってしまう。これが「色落ち」である。ノリ

養殖業における深刻な問題の発生は、その原因が

諫早湾の干拓堤防の閉切りであると主張する漁民

の行動もあって、２００１年１月段階で一挙に政治

的問題にまで発展した。このため、農水省は１月

１８日には水産庁長官を本部長とする有明海ノリ

不作対策本部を設置し、漁業者に対する当面の金

融措置を図りつつ、原因解明と対策に向けた緊急

な調査研究に着手した。

有明海を主要な研究対象領域として担当する水

産庁研究所として、西海水研は水産庁からの迅速

な対応の要請を受け、沿岸４県の水産関係試験研

究機関とも緊密な連携を取りつつ調査研究に着手

した。このことが１月２２日の水産庁によるプレ

スリリース「水産庁による有明海ノリ不作対策緊

急調査の実施」で報道された。ここを起点として、

西海水研は緊急調査への迅速な対応を開始し、陽

光丸による二次の緊急調査と４県との共同による

一斉測流調査を軸としつつ調査研究を進めてき

た。この経過と成果を取りまとめたものが本稿に

続く記事「有明海ノリ不作問題とその取り組み－

（２）緊急調査を中心として－」である。これがいわ

有明海の漁獲量（1956～ 72年は暫定値。九州農政局データから作成。）
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ば当所の有明問題への対応の第１の側面である。

更に、緊急調査に引き続く発展形として、問題

の解明と対策技術の確立に向けた緊急のプロジェ

クト研究（農林水産技術会議事務局予算による行

政対応特別研究）が水産庁から提案され、この設

計と課題編成を行い、西海水研が主査場所となっ

て２００１年度からの研究推進を図ってきた。この

経過について取りまとめたものが、「有明海ノリ

不作問題とその取り組み－（３）行政対応特研を

中心として－」の記事である。これが第２の側面

である。

しかし、緊急調査から始まるこの１年間に西海

水研として対応したもう一つの重要な側面があ

る。農林水産省は、水産庁長官の委嘱により、有

明沿岸４県のノリ不作等に関する調査研究計画の

樹立、適切な実施等を図るために１１名の有識者

および４県漁連会長を構成者とする「農林水産省

有明海ノリ不作等対策関係調査検討委員会（通称

第三者委員会）」を２００１年２月に設置した。この

委員会は３月中に３回、以降年末までに第７回が

開催され、２００２年３月にも第８回が開催される

運びとなっている。この委員会への当所の対応が

第３の側面である。過去に例を見ないほどのこの

委員会での徹底した情報公開は画期的であり、会

場ではプレスや一般の参加者にも資料が配布され

る。会議の内容は会場にセットしたテレビカメラ

によって、プレスや一般の参加者にも公開されてい

る。文字通り全ての発言を記録した議事録は１週

間以内には水産庁のホームページに暫定版が掲載

され、その後事実確認に基づく最小限の訂正が行

われて、確定版が再度ホームページに掲載される。

この委員会において、西海水研は緊急調査の結

果を報告し、行政対応特研の成果と進捗状況を報

告することが要請され、これに対応してきた。具

体的には、配布資料を作成し、この資料を説明す

るために別途作成したＯＨＰ（オーバーヘッド・

プロジェクター）シートを用いて、毎回所長が説

明している。限られた時間で分かりやすくご説明

するために、毎回かなりの時間をかけて所内で準

備作業を続けてきた。現在進行形の調査研究の新

鮮な成果をこのような形式でアッピールすること

は、ほとんど前例のない経験である。毎回のご説

明に十分耐えうる豊かな成果が、当所を中心とす

る緊急調査、および行政対応特研で課題を担当す

る水研センター５研究所、４県水産試験研究機関、

２大学から生み出されてきたことに対して、この

機会に改めて感謝する次第である。各回の詳細な

議事録は前述のように水産庁のホームページで検

索することができるし、現在までのところ、第１

回～第３回までの配布資料、ＯＨＰ、議事録等を

収録した９６８ページの資料集（Ⅰ）、第４回～第

７回までの７７６ページの同様な資料集（Ⅱ）が事

務局（水産庁増殖推進部）から配布されている。

以上に説明した３つの側面の対応のうち、本稿

では第三者委員会への対応を中心とした第３の側

面について経緯を取りまとめた。

有明海のノリ養殖漁場



10

西海水研ニュース No.105

第三者委員会への対応

第三者委員会は２００１年末までに７回開催され

ており、各回の議事録確定版については水産庁の

ホームページに掲載されている。詳細はそれを参

照願いたい。西海水研は各回の議題に対応した配

布資料を作成し、カラーＯＨＰを用いてご説明し

てきている。具体的な対応振りは表１に集約した

通りである。

以上の会議に西海水研より提出した資料は計７６

ページ、説明に用いたＯＨＰは計８５ページであ

る（第６回分を除く）。第１回～第３回は緊急調

査結果および行政対応特研「有明生物」の組立て

が中心であり、第４回以降は主として「有明生物」

の成果の報告が中心である。２００１年度に実施し

た１４課題のうち、この間に７課題の中間的な成

果を報告している。

第６回では委員会としての「中間取りまとめ」

について審議した。１１４ページの印刷物としてこ

の報告が取りまとめられ、同一の内容は水産庁の

ホームページに掲載されている。取りまとめに当

たり、西海水研は有明海の海洋環境の変化とノリ

養殖の経過、およびノリ不作の原因の２章、４節

の原稿を作成し、ご説明した。この中で、１９５２

年から２０００年にかけての半世紀のノリの作況を

点検し、県別の経年的な豊凶を明らかにした。ま

た、不作の漁期についてはその原因について記録

されている事象を付記した。県別に見た延べ１９５

例のうち顕著な不作は１６例あり、これらのうち

病害は８例、珪藻赤潮は（病害との重複分を含み）

７例であった。２０００年漁期の顕著な不作の原因

となった珪藻リゾソレニア・インブリカータの大

発生による事例は過去半世紀には見当たらなかっ

た。したがって、この漁期は特異的な天候（高水

温の持続、１１月初の記録的な降雨量、同月中旬

の記録的な日照時間の短かさとこれに引き続く期

間の日照時間の好転等）によって珪藻赤潮が誘発

され、その後の比較的安定した気象・海洋条件が

長期間にわたる持続につながったものと理解され

た。

有明4県試験研究機関との連携の強化

有明海を研究対象とする４県試験研究機関と

は、別稿のように緊急調査段階での共同一斉測流

調査の実施とその解析結果の集約、第三者委員会

への対応、「有明生物」での連絡・調整・共同調

査の実施、結果の広報、データベースの構築と利

用に関する協議等々を通じて、絶えず連携を図っ

てきたところである。また、有明４県の行政・研

究部門が設置した分科会にも参加し、情報交換を

してきている。具体的な事項は下記に、あるいは

別稿においても説明される。

このような危機を共有する中で、従来にも増し

て西海水研との連携と信頼感が強まってきたと理

表１　農林水産省有明海ノリ不作等対策関係調査検討委員会（第三者委員会）への対応

第１回（２００１年３月３日） ：「有明海の海洋環境の特徴」（資料３）、「漁場環境の変化概要」（資料６）

について説明。

第２回（３月１３日） ：「緊急調査結果報告」（資料１）、「行政対応特別研究」（資料１３）について

説明。

第３回（３月２７日） ：「緊急調査追加報告」（資料２）について説明。

第４回（４月１７日） ：「本格調査における有明海漁場環境データについて」（資料１）について

説明。

第５回（７月２５日） ：「行政対応特別研究関係」（資料２）について説明。

第６回（９月２０日） ：「有明海のノリ不作の対策等に関する中間取りまとめ（案）」（資料１）の原

案作成部分、同参考資料「行政対応特別研究（中間報告）」について説明。

第７回（１２月１９日） ：「ノリ作の状況」、「行政対応特別研究（調査経過）」（資料４）について説明。
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解している。２００１年秋の九州山口ブロック水試

場長会で、筆者は「有明海問題への対応の中から」

について話題提供した。

水産庁・水研センターからのプレスリリース

有明海問題に対応する水産庁からのプレスリ

リースは、２００１年１月１９日付の「農林水産省有

明海ノリ不作対策本部の設置について」以降多数

行われてきている。第三者委員会の議事録等につ

いてはすでに触れた通りである。西海水研を中心

とする緊急調査の実施、あるいは調査結果につい

ての記事も発出されている　この年の４月に水産

庁研究所が独立行政法人となってからは、水研セ

ンターからもプレスリリースを行うようになり、

調査の実施に関する事前の情報提供や、調査研究

の成果について発表した。「有明海の表層の流れ

が２０パーセント減少（６月２５日）」や「有明海

貧酸素水の実態解明に前進（９月４日）」等があ

る。

有明海調査ニュースの刊行

有明海の水温、塩分の状況や各月の調査実施計

画、調査研究の成果等を分かりやすい形で取りま

とめ、各県の漁業協同組合にまで配布される情報

として、「有明海調査研究ニュース」を発行している。

水産庁研究指導課と西海水研が編集・発行を担当

し、有明４県水産試験研究機関が協力機関となり、

２００１年６月１９日の第１号以降２００２年３月８日

の第１０号まで、ほぼ毎月発行してきている。

西海水研ホームページへの情報の掲載

有明４県水産試験研究機関は、従来から赤潮発

生時には随時「赤潮発生状況速報」を発行して、

関係機関に通報している。この情報について西海

水研がおよそ２週間ごとに集約して図化し、「赤

潮情報」としてホームページに掲載している。２

００１年は第１号（１０月４日）～第４号（１１月１

５日）、２００２年は第１号（１月１１日）～第３号

（２月１４日）まで掲載中である。

同様に、有明海に設定した２３定点で有明４県

水産試験研究機関が観測した結果を西海水研が集

約し、表面水温、比重の等値線を描いて「海況情

報」としてホームページに掲載している。第１号

（２００１年１０月１２日）～第９号（２００２年２月５

日）まで掲載中である。これらは、有明海のノリ

漁期における準リアルタイムの広域的な情報の取

りまとめと流通の要請が水産庁および各県行政・

漁業者からあり、これを受けて実施してきている。

以上、有明海ノリ不作問題に対するこの１年間

の西海水研の対応について、第３の側面としての

第三者委員会への対応について報告した。以上に

記しただけでなく、有明海問題に関連する数多く

の対応があった。それらの中でもプレスからの取

材に対する対応は、特に窓口としての企画連絡室

において取り組まれてきたところであり、相互の

信頼関係を築きながらも時に厳しい指摘や注文を

含め、おそらく過去に類例のないほどの経験と実

績が積み重ねられてきたことを記録しておきた

い。このことは当所の今後の運営においても十分

に発揮されて行くことを期待している。

本稿を取りまとめるに際して、西海水研に対す

る緊急な問題提起、指示、対応要請等々を発出し、

時には厳しい意見の対立もあったが、相互の理解

と信頼を基盤として今日までご指導とご支援をい

ただいた水産庁研究指導課（第三者委員会事務局）

を始めとする水産庁関係部局の関係者にお礼を申

し上げる。 （所長）

有明海を研究対象とする4県試験研究機関

福岡県水産海洋技術センター有明海研究所
（柳川市）

佐賀県有明水産振興センター（芦刈町）

長崎県総合水産試験場（長崎市）

熊本県水産研究センター（大矢野町）
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有明海ノリ不作問題とその取組み
－（2）緊急調査を中心として－

木　谷　浩　三

背景と経過について

有明海の養殖ノリ不作が大きな問題になったの

は２００１年の正月を過ぎてからであった。すでに

養殖漁場では２０００年１２月はじめにノリ色落ち現

象が多発し、関係者は不安を募らせていた。色落

ちとは本来黒いはずのノリが栄養塩不足などのた

めに黄色くなる現象で、ノリの商品価値を著しく

損なうものである。

事の重大さに対処するため、農林水産省では１

月１８日に水産庁長官を本部長とする対策本部を

設置し、ノリ不作状況の把握、原因究明調査、経

営面での必要な対策等につき検討を開始した。こ

の一連の動きの中で、西海区水産研究所では�漁

場環境モニタリング関連緊急調査、�ノリ生育状

況把握、�既存データ解析による海洋環境の把握

に着手した。

これら有明海問題に関わる調査は、２０００年度

内については「有明海ノリ不作問題緊急調査」

（以下「緊急調査」という）として取り組み、陽

光丸をはじめ多くの調査・研究資源を投入すると

ともに、有明海沿岸４県の水産試験研究機関とも

連携・協力して対応した。２００１年度からは農林

水産技術会議事務局計上による行政対応特別研究

「有明海の海洋環境の変動が生物生産に及ぼす影

響の解明」（以下「行政特研」という）が立ち上

がり、ノリ不作問題ばかりではなくタイラギ不漁

問題、さらに有明海漁場の近年の環境変化にまで

対象範囲を拡げながら、有明海全域の調査・研究

を展開しているところである。

なお、「緊急調査」、「行政特研」に関わる経

過・成果等については、第三者委員会の会合にお

いて逐次報告し、委員会事務局を通して広く一般

に情報開示されているところである。ここでは

「緊急調査」組み立ての折りなどに貴重な情報と

なった有明海の海洋環境について記述するととも

に、現在も「行政特研」の中に部分的に引き継が

れながらデータ解析等が進行している「緊急調査」

について、その概要を紹介する。

有明海の海洋環境の特徴

まず、有明海の特徴の一つは閉鎖性が極めて強

いということである。その総面積は１,７００平方ｋｍ、

平均水深１８ｍ、容積は３４立方ｋｍで、湾の地形

は、南北方向に細長く、東西に狭い（湾軸の長さ

９６ｋｍ、湾の平均幅１８ｋｍ）。また、湾口部の幅

は４.７ｋｍと狭くなっている。そのため外海と湾

内との海水交換が著しく少ない。したがって、基

本的には湾内の海水は滞留時間が長く、水質の悪

化が生じやすい条件を持つ。

有明海に注ぐ主要８河川の年間流入量は約８０

億トンで、そのうちの４５％は筑後川からである。

これら８河川からの流入量だけで有明海を満たし

た場合、約４.３年で満杯となる。また、有明海に

加入する淡水として雨量があるが、有明海の全海

面への降雨量は年間３０億トン程度と推定される

（長崎海洋気象台のご協力による）。

湾内では満潮、干潮の潮差（ちょうさ）が大き

く、大潮時の最大潮差は湾奥部で約６ｍ（佐賀県

住ノ江での観測値５７２ｃｍ）に達する。潮差に対

応した強い上げ潮、下げ潮がそれぞれ１日２回発

生する。特に、湾口部の早崎瀬戸での潮流は最大

７ノット（３５０ｃｍ／秒）に達する。湾内の水の

移動の大部分は往復運動であるが、瞬間的な水の

移動量は大きい。このような潮汐流が海水の鉛直

混合を活発化させ、その結果、躍層が比較的形成

されにくい条件をもたらしていると考えられる。

一方、恒流（平均流）の流速は小さく、そのた

め湾内全体の恒流によって形成される水平的な循
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環系は不明確な点が多く残っている。特に注目さ

れるのは、循環系の流量を考えるとき水平的にバ

ランスしているとは言えない観測結果が示されて

いる（水路部，１９７８）ことである。また、有明

海湾奥部など限られた水域では反時計回りの小さ

な循環系が示唆されているが、実際の平均流はそ

の時々の風等の影響を大きく受けることから、恒

流としての取り扱いには注意が必要であろう。

夏季を除いて北方からの風が卓越することが長

年のデータから示されていることから、南北に長

い有明海ではこの風に駆動されて南下する吹送流

が発達し、有明海の恒流を考える上で極めて重要

なポイントとなっている。有明海は我が国最大の

干潟域を形成しており（２７０平方ｋｍ、湾面積の

約１６％）、特に湾奥部を中心に浮泥（ふでい）が

多く堆積している。この浮泥は河川からの微細な

粘土粒子と栄養塩・有機物のフロックから成って

いる。浮泥は栄養塩の凝集・吸着、栄養の拡散、

自浄作用に大きく寄与し、 沈降した浮泥の一部

は底生生物の餌料になる。

有明海に注ぐ河川流域は３２０万の人口を抱え、

生活排水だけで年間４億３千万トン、農業排水、

産業排水も含めるとさらに大きな排水量が湾に流

入している。これらの水に含まれる栄養塩によっ

て有明海の生物生産が支えられてきたが、今まで

は特異的に鞭毛藻類等の有害赤潮の発生は少な

く、栄養塩の一部は漁業生産を通して水圏外に取

り出されていた。例えば、１９７０年代後半には貝

類が９万トン以上も漁獲されていた。また、ノリ

養殖で冬季に７００トン以上の窒素を除去している

計算になり、これらのことは有明海の富栄養化を

抑制する方向に寄与している。

緊急調査の実施状況

２００１年１月から３月までの間、３つの大きな

枠組みの中で様々な取り組みを行ってきた。特に、

漁場環境モニタリング関連緊急調査として、年度

当初の計画にはなかった陽光丸調査を急きょ２航

海（１月２３～２月１日と２月２０～２７日）実施し

た。年度末と独立行政法人への移行を間近に控え、

調査・研究資源が例年より窮屈な中ではあった

が、東シナ海海洋環境部を中心に海区水産業研究

部、石垣支所等の全所的協力を得ながら海洋環境

調査を実施した。調査項目の中の大きなポイント

は測流調査であった。これは有明海の海洋環境が

変化したという漁業者の声の中で流れの変化に大

きな関心が集まったためで、ＡＤＣＰ（超音波式

ドプラー流速計）による２５時間連続反復航行の

測流に多くの時間が費やされた。陽光丸は日ごろ

の東シナ海調査と異なり、狭くて浅く、漁具など

も多い水域での昼夜を通した密度の高い観測を行

うため、監視を強化したり、操船に細心の配慮を

払うなどの苦労があった。

２月２３日には有明海沿岸４県と連携して４６隻

の漁船等を約５キロ間隔に投錨配置し、漂流物

（紐流し）測定による連続１２時間観測を行った。

この調査のため沿岸４県では早朝から測流観測者

等総勢１１０名余りが出動した。幸い当日は好天気

に恵まれ予想以上のデータが取得できた。この方

法は測流値の精度に難点はあるが、精密測流の

チェックなど条件が揃えば有明海の広域的把握の

上で有効な方法の一つであろう。

ノリ生育状況把握では、主に有明４県と連携し

て担当者が漁場現場に出向くなどして生育情報の

収集、解析をした。既存データ解析による海洋環

境の把握では、主に１９６５年代に始まった有明海

の浅海定線観測事業の資料をもとに、過去から現

在にいたる海洋環境諸要素の解析・検討を行って

いる。

緊急調査の成果の概要

有明海の外海域（東シナ海）で長年にわたって

収集された表面水温のデータから、近年（１９８０

年後半から）は温暖化の傾向が認められる。特に、

最近５年間はそれまでの３０年間の水温平均値に

対して０.５℃以上高い状態が続いている。また、

有明海周辺地域におけるノリ漁期（９～１２月）

の平均気温のデータからも長期的な上昇傾向が認

められる。同様に、冬季（１月）のノリ漁場にお

ける海面水温は、１９７５年から長期的に上昇して
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いることが示されている（福岡県水産海洋技術セ

ンター有明海研究所資料）。地球温暖化との関連

性は不明確であるが、このようなスケールの時空

間変化も有明海の環境を考える上で重要であろ

う。

４６隻の測流船による一斉調査のデータをもと

に補正等をほどこして、過去のデータと比較した

ところ、有明海の流れは過去に比べて弱くなって

いることが示唆された。比較方法や平均値の算出

法などに検討の余地はあるが、現段階での計算結

果では１９７０年代中ごろと比較して約１２％の減少

となった。また、同じデータの解析から、湾奥部

の南側海域で恒流が変化している可能性のあるこ

とが示された。すなわち、この海域ではこれまで

東から西への恒流が知られているが、今回の結果

では逆の流向が示されている。なお、この流向に

ついては別途２回にわたって実施した測流調査か

らも矛盾しない結果が得られている。

有明海の鉛直的な流れの構造についても不明確

な点が多く残されていることから、陽光丸による

２回（１月、２月）の精密な超音波流速計（ＡＤ

ＣＰ）測流が実施された。その結果、浅い海域で

あるにもかかわらず有明海には二層構造の流れが

存在することが示唆された。すなわち、上層が南

方成分を持つ流れとして湾外へ出る方向に、下層

が北方成分を持つ流れとして湾奥へ入る方向であ

ることが示された。また、このような二層構造の

流れは、有明海の湾内水と湾外水（橘湾水）を主

に鉛直的な循環系によって入れ替えている可能性

が高いことを示唆している。一方、この循環系の

機構については、水温、塩分、密度の分布を見る

と密度流も無視できないが、その大きな駆動力は

有明海の北からの卓越風による吹送流に依存する

ものと考えられる。

１９９１年と２００１年の冬季の係留系測流結果から、

有明海の半日周潮（Ｍ２、Ｓ２分潮）の遅角が過去

に比べると小さくなっていることが示された。こ

れは１０年前に比べて潮時が早まったことを示唆

しており、漁業関係者が漁場で体験している結果

と矛盾しない。

有明海内外の検潮所における潮位データの解析

結果から、大潮時の潮差は長期的に減少している

ことが示された。このことは潮差の大きさに対応

すると考えられる潮流の流速（上げ潮、下げ潮の

最大流速）が減少したことを示唆している。この

潮差の減少傾向は湾奥で大きく、湾口ほど小さい

ことを示した。

水産庁の漁場モニタリング事業である浅海定線

調査で得られたデータから、有明海ノリ漁場にお

ける化学的酸素要求量（ＣＯＤ）は長期的には上

昇傾向があることが認められた（１９７２～９７年。

佐賀県地先の例）。このような結果は、ノリ漁場

の有機物の分解速度が以前に比べて遅くなり、水

質の悪化が進行していることを示唆している。

同様のデータから、プランクトン沈澱量の経年

変化をみると、長期的に沈澱量の減少傾向を示す

海域が認められたが、このような傾向が明確でな

い海域もある。

有明海の透明度は調査のタイミングで測定値に

大きな差が出るが、調査海域の長期的傾向は透明

度が高くなる方向に変化していることが認められ

た。これは潮流が小さくなったことと関連してい

る可能性がある。すなわち、下層に沈降した懸濁

物は潮流が弱くなったため再懸濁などの挙動が抑

制され、透明度が高くなる可能性である。また、

流れが弱くなったため躍層が形成されやすく、下

層の懸濁物が躍層下に留められ上層の透明度を高

くしている可能性も考えられる。さらに、このよ

うな懸濁物の挙動は、懸濁物にリンクして機能す

る低次生物生産系に影響を及ぼし、これまでと異

なった有明海の物質循環過程を生じせしめている

可能性も示唆している。

緊急調査を振り返って

有明海の養殖ノリ不作問題を解決していく過程

でその原因を明らかにすることが求められてい

る。そのために海洋環境の現状を的確に把握し、

過去のそれと比較・検討することが急務となって

いるが、大自然を相手とするこのような調査は多

くの困難をともなう。毎日のように海に出て海洋

環境の変化を肌身で感じている漁業者の実感と、

我々が得ることができる少ないデータに基づく解
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析結果との間には、しばしば「ズレ」が出る。こ

のような場合、現場の声を真剣に受け止め、デー

タの収集方法、解析方法などを再検討し、両者の

間の差が何に起因するかを明らかにしていく必要

がある。

これまで多くの関係者と連携・協力しながら多

種多様な調査に取り組んできた結果、海洋環境の

変遷の一端が垣間見えてきた。しかし、まだ定量

的な把握が十分でなく、それらに基づく海洋環境

変遷の原因についても作業仮説の域を出ていな

い。ただ、有明海の海洋環境が劣化していること

は間違いないので、大きくは地球温暖化規模の原

因から、小さくは有明海周辺域の人間活動に起因

する原因まで、広い視点から取り組むことが重要

である。更に、これらの原因の大きさを定量的に

評価し、有明海再生の基礎的知見とすることが必

要であろう。

（東シナ海海洋環境部長）
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２００１年４月から西海水研所長が主査となって

推進しているプロジェクト研究について紹介す

る。農林水産技術会議事務局予算による行政対応

特別研究「有明海の海洋環境の変化が生物生産に

及ぼす影響の解明」が正式な名称である。

本研究は２００１～０３年度にかけて３年間実施す

る設計となっており、年度によって個別の小課題

の構成は変化する。以下に説明する小課題は初年

度のものである。有明海に係わる気象・物理・海

洋学的要因について既存のデータを集約的に解析

し、これらの要因の変動過程を把握するとともに、

ノリ養殖生産量や二枚貝等の漁獲量変動との間の

相関関係等の解析を行っている。更にそれらの影

響の仕組みについて野外調査・室内実験によって

解明している。これらの調査・研究によって、有

明海のノリ養殖や二枚貝の生物生産過程における

生産阻害要因を明らかにし、それらの除去や軽減

などに資する対策技術を開発するために、有明４

県水産試験研究機関、２大学、独立行政法人水産

総合研究センター５研究所の全１１研究機関が参

加して調査・研究を進めている。

本研究は、�有明海に係わる気象・物理・海洋

学的要因（既存データ）の集約的解析による変動

過程の把握、�珪藻類や鞭毛藻類等の増殖特性に

基づく赤潮発生機構の解明、�ノリ養殖と二枚貝

等の生産に及ぼす海洋環境要因の影響の解明、�

ノリ養殖と二枚貝等の生産阻害要因の解明、�生

産阻害要因の除去、軽減及び漁場・資源管理によ

る生産回復とその維持手法の開発を達成目標とし

ており、以下のような課題構成となっている。

（大課題�）生産力・環境変動過程の把握と変動

要因の解明

（中課題１）生産に係わる海洋環境変動過程の把

握

有明海を取り巻く海洋環境に関する既存データ

をデータベース化するとともに、１年間の緊急調

査として、海水流動、潮位、水温、塩分等の実態、

海底地形の変化が底質や水質に与える影響等を把

握する。これらの調査・研究から、物理的環境の

変化、特に地球温暖化を視野に入れた外海水の流

入過程や潮位の変化を把握し、有明海の海洋環境

の変動過程を明らかにする。以下の�、�、�等

は小課題名を、*印は２００１年度のみの課題であ

ることを示す。

�海水流動、潮位、水温、塩分等の海洋環境変

動過程の把握*

西海水研東シナ海海洋環境部　海洋動態

研究室

有明海ノリ不作問題とその取組み
－（3）行政対応特研を中心として

白　石　　　學
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�海底地形の変化に伴う底質・水質の季節変動

の把握*

福岡県水産海洋技術センター有明海研究

所　資源増殖課

�有明海に波及する外海水の変動過程の把握*

長崎大学水産学部　海洋資源動態科学講

座

（中課題２）生産力変動過程の把握と変動要因の

解明

浅海定線調査、赤潮調査等のモニタリング情報

を総合的に解析するとともに、有明海における河

川からの栄養塩供給の年変動・季節変動及びプラ

ンクトン生産に関連する環境諸要因の変動特性を

把握する。また、海水流動や二枚貝類の減少に

よって、有明海がノリの生長よりも「色落ち」の原因

となった大型珪藻類（Chaetoceros, Skeletonema,

Rhizosolenia）や鞭毛藻類等有害なプランクトンの

増殖に有利な環境に変化したとの仮説に基づき、

生産力の変動要因を解明する。

�栄養塩供給の変動過程と収支の把握*

西海水研海区水産業研究部　海区産業研

究室

�潮流がノリ生産量と品質に及ぼす影響の把握* 

熊本県水産研究センター　養殖研究部

�プランクトン生産と環境変動特性の把握

西海水研東シナ海海洋環境部　生物環境

研究室、高次生産研究室

�有明海における珪藻類の生活史と増殖特性の

解明

瀬戸内海水研赤潮環境部　赤潮生物研究

室、有毒プランクトン研究室

�有明海における有害赤潮発生機構の解明

九州大学大学院農学研究院　水産生物環

境学研究室

�有明海干潟域における植物プランクトンへの

摂食圧から見た二枚貝等の浄化機能の解明

養殖研飼育環境技術部　飼育生物研究室

（大課題�）漁業生産変動過程の解明と対策技術

の開発

（中課題１）漁業生産変動過程の把握と阻害要因

の解明

二枚貝類の漁獲量の年変動、アサリやタイラギ

など主要種稚貝の地域別発生量の変化等を把握す

る。また、植物プランクトンがノリ生産に与える

影響及び二枚貝等に及ぼす貧酸素水塊の形成、鞭

毛藻等の有害赤潮の発生、底質の変化等の影響を

検討し、これらに対する生産阻害要因を明らかに

する。

�植物プランクトンがノリ生産量と品質に及ぼ

す影響の解明

佐賀県有明水産振興センター　ノリ研究

室

�二枚貝類の漁獲量変動過程の解析とその検証

西海水研海区水産業研究部　海区産業研

究室

�二枚貝等の生産阻害要因の解明

長崎県総合水産試験場漁場資源部海洋資

源科、種苗量産技術開発センター種苗開

発科

（中課題２）漁業生産阻害過程の解明と対策技術

の開発

室内実験により、ノリと珪藻類の生長に適した

流速と栄養塩バランスの違いを把握し、野外実験

により、潮汐流を利用したノリ養殖場の高度利用

技術の開発を図る。また、長期的展望に基づき、

低栄養塩・高水温等のストレスを受けて発現する

遺伝子を解析し、ノリ被害拡大要因を解明する。

二枚貝等については、物理的環境や餌環境の変化

に伴う生理状態を比較検討することで漁獲量減少

の機構を解明し、生産回復手法の開発を図るとと

もに、漁場の底質や資源管理方策の改善に基づく

生産力維持手法の開発を図る。

�遺伝子解析によるノリ被害拡大要因の解明

中央水研利用化学部　機能特性研究室

�潮汐流を利用したノリ漁場の高度利用技術の

開発（２００２年度開始）

福岡県水産海洋技術センター有明海研究

所　のり増殖課
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�二枚貝等の生産阻害機構の解明と生産回復手

法の開発

西海水研海区水産業研究部　資源培養研

究室

以上の課題において初年度は概略以下のような

成果を上げている。

海洋環境については、潮流が遅くなったことや

過去と比較して透明度が高くなったこと等の有明

海の現在の状況を明らかにするとともに、二枚貝

の生存に影響を与える貧酸素水塊の発生状況が確

認され、潮汐に伴う短周期の溶存酸素の濃度変化

が把握された。

赤潮やプランクトンの関連では、有明海の主要

珪藻類（Skeletonema costatum, Chaetoceros spp.,

Thalassiosira spp.など）の休眠細胞の分布を詳細

に把握し、主要種の細胞数は瀬戸内海の１０倍に

も達しており、有明海が珪藻類の卓越しやすい海

域であることを裏付けた。また、２００１年度漁期

のノリ色落ちの原因となった R h i z o s o l e n i a

imbricataが休眠細胞を作らない種であるという重

要な可能性を指摘した。夏季の有害赤潮は有明海

湾奥部について、東部ではむしろ珪藻類が卓越す

るが、西部では鞭毛藻類やラフィド藻類が卓越す

る傾向にあることを明らかにした。

ノリ関連ではノリ養殖場の栄養塩が低下して

も、適当な流れがあれば良好な品質のノリが生産

されることを明らかにした。また、１２年秋に観

察された色落ちの原因となったラフィド藻

Fibrocapsa japonica の増殖が、ノリ芽の萎縮等の

悪影響を及ぼすことを確認した。

二枚貝、底生生物関連では、タイラギのグリ

コーゲン含量を指標とした健康状態のモニタリン

グ結果から、へい死現象が早期に発生した２０００

年発生群では、前年の発生群と比較して春季のグ

リコーゲン蓄積量が少なかったことを明らかにし

た。また、長崎県小長井地先のアサリ漁場では、

７月後半から８月初旬にかけて貧酸素水塊が特に

発達した時期にへい死が急速に進行したことを明

らかにした。タイラギに関しては、小長井地先で

は貧酸素水塊が特に発達した時期の後にへい死が

起きていることから、貧酸素耐性と生理的特性等

の関係について明らかにするため、実験系による

検証に向け準備中である。ベントスに関しては、

夏季を挟む３回の広域調査で、新たな生物種が発

見されるなど季節変化を含む分布の実態が明らか

になりつつある。また、同時に実施された底質調

査から、広域的な底質環境の現状が明らかとなっ

た。

これらの成果は２００１年度研究評価会議（農林

水産技術会議事務局主催）、研究推進会議（西海

水研主催）において報告し、評価委員の先生方よ

り高い評価を得ており、来年度も更なる研究の発

展が要望されている。また、これまで開催された

第三者委員会においては、有明海における海洋環

境の現状、調査研究の進捗状況などを含めて延べ

７課題分の成果の一部をトピックス的にご報告

し、委員会への貴重な調査研究情報の提供を行っ

ている。

多くのプロジェクト研究では、研究者が手元に

蓄積した研究成果をもとに課題を提案し、チーム

を編成し、課題相互間の位置づけを調整しながら

プロジェクト研究の全体としての獲得目標や年次

計画を作り上げる。各課題の達成に必要な機械器

具の整備を含む予算を取りまとめることも重要な

過程である。この提案が多くは外部の委員等に

よって審査され、予算が査定されて研究がスター

トする。このような手順が通常である。今回の有

明海の問題では、そのような事前の蓄積が必ずし

も十分ではない領域で、行政的な緊急の要請に応

える形で取組みが始まったところに課題担当者の

困難があり、取りまとめる側の苦しみがあった。

この１年間を経過する中で、当初の懸念を払拭す

るような数多くの成果が報告されてきており、課

題担当者の方々の力量に敬服し、努力に感謝して

いる。あと２年間となったこの研究が当初の獲得

目標をどのような内容でどれだけ達成できるの

か、大いに楽しみになってきていることを申し上

げて、本稿の集約としたい。

（海区水産業研究部長）
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東シナ海海洋環境部の紹介を要約的に記述する

と以下のようになる。すなわち、西海区水産研究

所が担当する九州西岸域、東シナ海・黄海及び日

本海西部海域は、浮魚類、底魚類の漁場として利

用価値が高いばかりでなく、それらの産卵、生育

にとっても重要な海域となっている。これらの海

域には、黒潮系水、対馬暖流系水及び中国大陸沿

岸系水等が複雑に分布し、海洋生物生産に様々な

影響を及ぼしている。当部では、これらの海域に

関する海洋情報の収集と解析、さらに基礎生産か

ら高次生産にいたる生物生産機構の解明等、水産

生物資源の変動を環境の側面から診断するのに役

立つ研究を推進している。また、近年多発する漁

場環境問題に関しては、地球温暖化のような大き

な視点から局地的な取り組みまで多種多様な調査

研究を実施している。

さて、話は過去にさかのぼるが、当部は２００１年

４月１日に独立行政法人となる以前に段階的な改

変がなされた。それは１９９８年１０月１日付で水産

庁研究所全体の組織改正が行われ、当部の名称が

「海洋環境部」から「東シナ海海洋環境部」へと

改正されたことである。さらに、これまで赤潮・

貝毒問題などを中心に対応してきた「漁場保全研

究室」を廃止し、新たに資源管理等に資するため

漁業資源の生産構造を食物網などから解明する

「高次生産研究室」が設置されたことである。従

来の「海洋動態研究室」、「生物環境研究室」の２

研究室はそのままの研究室名で存続することに

なった。なお、赤潮・貝毒に関しては、基本的に

瀬戸内海区水産研究所で対応することとなり、当

部では海区水産業研究部海区産業研究室がブロッ

ク内各県と瀬戸内海区水産研究所とを結ぶ窓口的

業務を行うこととなった。

現在、東シナ海海洋環境部は独立行政法人水産

研究総合センター中期計画に沿って、基礎的先導

的研究や水域的総合研究の枠組みのもとに様々な

研究を展開している。その主たるテーマは東シナ

海における海洋環境の解明と漁業資源の適正管理

という大命題であり、東シナ海における生物生産

に係わる海洋環境の役割解明が具体的な取り組み

の足がかりとなっている。よく知られているよう

に、東シナ海及びその隣接海域は、太平洋側本州

南岸を北上する黒潮と日本海を北上する対馬暖流

の源流域となっている。また、広く発達した北部

研究部紹介�

海洋測器による調査船調査風景

東シナ海海洋環境部東シナ海海洋環境部
東シナ海海洋環境部長 木　谷　浩　三
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陸棚上には河川水を起源とする大陸沿岸水が分布

し、南方の黒潮系水との間で複雑な海洋構造を形

成している。このような海洋特性は高い生物生産

力を支え、日本海や太平洋本州南岸に回遊する浮

魚類をはじめ多くの重要資源の主要な産卵場、成

育場を提供している。さらに、九州西岸域の変化

に富んだ地理的条件は、沿岸域の高い生産性を有

効に利用する上で格好の漁場環境となっている。

一方、アジア大陸のめざましい発展に伴う生産活

動や国内沿岸・内湾陸域の人間活動の活発化に

よって、浅海域を含む東シナ海の海洋環境は徐々

に環境負荷が増大し、その結果、生物生産機構に

様々な悪影響の及ぶことが懸念されている。

このような背景を持つ東シナ海及び隣接海域に

おいて、それぞれの研究室で取り組んでいる具体

的研究内容は以下のとおりである。

海洋動態研究室では主に東シナ海の海洋動態と

物理環境特性の解明を行っている。基本的な海洋

特性として、北に発達した大陸棚、南に太平洋と

東シナ海とを分ける南西諸島、東には複雑な地形

の九州沿岸域を持ち、黒潮、対馬暖流、黄海暖流、

大陸沿岸水など多様な水塊を持つことから、短期

的、長期的に様々なメカニズムが働き、海洋環境

変動が生じている。この変動メカニズムを解明す

るため平均的な海洋構造を明らかにし、変動特性

を把握している。同時に海洋動態を的確に把握す

るために、観測システム・モニタリング手法の高

度化を図るための研究も行っている。特に、この

海域を頻繁に航行するフェリーを利用しての海洋

モニタリングの充実とそのデータの有効利用を推

進している。

生物環境研究室では主に東シナ海における漁業

資源の持続的生産に係わる生物的環境要因の解明

を行っている。東シナ海は重要漁業資源の産卵

場・成育場として知られており、資源の再生産に

とって好条件を有していると考えられる。しかし、

生物的環境要因である基礎生産、餌料生産、物質

循環、環境収容力等については未解明な部分が多

く残されている。このため、この海域の栄養塩か

ら植物・動物プランクトンまでを中心とした低次

生産系の実態把握と個々の低次生産諸要素の変動

機構の解明を行っている。また、継続的調査の中

から環境負荷なども視野に入れた短期的、長期的

変動傾向を解明している。特に基礎生産について

は、多くのフィールド調査が困難なため、その補

完としてリモートセンシング技術を有効に利用

し、基礎生産の広域的・即時的把握と生産量変動

に関する基礎的解明を行っている。

高次生産研究室では東シナ海の重要漁業資源に

連なる高次生産の解明を行っている。各栄養段階

を通した生物生産は無機的環境からはじまり高次

生物につながるが、この生物生産過程のうち動物

プランクトンから魚類にいたる高次生産過程に関

して、階層構造及び種間関係等を解明する。また、

東シナ海は多くの重要漁業資源の産卵場であり、

それらの稚仔魚・幼魚が分布しているはずである

が、採集調査の難しさのため既往の知見が乏しく、

不明瞭な点が多く残されている。したがって、こ

れらの研究を推進するため、餌生物や幼稚仔魚の

採集方法の改善をはかるとともに、重要魚類の稚

仔期・幼魚期における餌料生物の種組成、餌料生

物量及びそれらの変動機構等について明らかに

し、重要漁業資源を中心とした餌をめぐる高次生

産構造の解明につなげる取り組みを行っている。

この他、有明海のノリ不作問題の対応のように、

緊急的事態に際しては海区水産業研究部等他分野

と連携して研究室の枠にとらわれない総合的な取

り組みを行い、水産業振興や行政施策に資する海

洋環境の調査研究を展開している。
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研究部紹介�海区水産業研究部では、九州西岸域での沿岸漁

業の振興を図るため、放流種を含めた有用魚介藻

類の生物学的・生態学的特性や生態系内における

生物相互作用の解明、漁場環境特性やその変動が

生物生産に及ぼす影響の把握、遺伝資源の保存技

術開発等、多様な基礎的研究を実施している。九

州西岸域は我が国でも最も恵まれた自然環境を利

用し、多様な魚介藻類を対象とした各種の沿岸漁

業、養殖業及び栽培漁業が発達している海域であ

り、水産業は地域の重要な産業の一つとなってい

る。この海域を保全しながら、つくり育てる漁業

及び資源管理型漁業の振興を図っていくことは地

域の水産業の活性化にとって不可欠であり、海区

水産業研究部もその一翼を担っている。

本誌巻頭言に説明されている独立行政法人化に

伴って、２００１～０５年度の「中期計画」を策定し、

「年度計画」に沿って基礎的先導的研究や水域的

総合研究を展開しているが、水研センターは独法

人化に伴い研究内容を大きく変えたわけではな

く、研究基本計画の内容の重点化、効率化、およ

び質の向上により「中期目標」を達成しようとし

ている。このような背景の下で、それぞれの研究

室で取り組んでいる具体的内容は以下の通りであ

る。

資源培養研究室では、九州沿岸の岩礁域で効率

的な放流を展開するために、従来からヒラメ、ア

ワビ等の培養対象種の生物特性、共存生物との相

互関係、生育場の環境収容力等の成果を上げてい

る。２００１年からは、アワビ等の有用植食動物に

ついて餌料となる海藻類との相互関係を把握し、

年変動の実態を定量的に解析するための調査・研

究を中心に行っている。しかしながら、九州西岸

の岩礁域は、異種の大型海藻類がモザイク状に分

布し、海底地形も複雑であるため、アワビ等の有

用植食動物の放流後の生残率、資源量、加入量等

の年変動を把握することが難しく、まず両者の相

互関係を把握するための調査手法を確立すること

から始めている。

沿岸資源研究室では、イセエビ資源の減少要因

の解明と標準的加入量モニタリング手法の開発を

行っている。近年のイセエビ漁獲量は昭和４０年

代に比較して約７０％にまで減少しているが、特

に九州周辺での減少が著しく４０％まで落ち込ん

でいる。この原因は十分に解明されていないが、

海区水産業研究部海区水産業研究部
海区水産業研究部長 白　石　　　學

採 泥 調 査 風 景
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太平洋側の水域に比べて資源管理が不十分なこと

や成育場である藻場が減少傾向にあることが示唆

されている。そこで、かって漁獲量最多県であっ

た長崎県をモデル地区として漁業の実態把握を行

い、資源管理上の問題点を明らかにする。このた

めに、コレクター（人工海藻を用いたイセエビ稚

仔の捕集器）を用いた加入量モニタリング調査の

標準的手法を開発することを目指している。コレ

クターは、資源の回復や維持を目指した高度な資

源管理において不可欠な調査として海外で認識さ

れており、かつ藻場の減少とイセエビ資源の減少

との関連性についての検討にも有効と考えられて

いる。

海区産業研究室では、二枚貝主要種の生理状態

と環境要因との関わりについて調査・研究を行っ

ている。九州西岸域では資源の減少や赤潮などの

発生によって二枚貝漁業の不振が問題となり、貝

類の安定的生産に問題が生じている。そこで、二

枚貝類について、健康診断指標となる生理的基礎

データの収集と生息域の環境状態の把握を行い、

季節の推移に伴う両者の関わりを明らかにするた

めの調査・研究を行っている。

このことに加え、ノリ類の有用品種の収集、保

存、特性に関する調査研究も行っている。

また、九州西岸域で発生した緊急的事態に際し

ては、当所東シナ海海洋環境部、各県の試験研究

機関等と連携・協力し、水産振興や行政施策に資

する調査・研究を展開している。現在は、２０００年

１２月初旬に有明海で発生した大規模なノリの色

落ちや有明海の主要二枚貝の減少等の原因究明の

対応を、行政対応特別研究「有明生物」により推

進している。

以上のように、海区水産業研究部としては、九

州西岸域の海域特性と産業を見つめつつ、将来に

つながる基礎的な知見の集積に重点を置き調査・

研究を進めている。これらの目標を達成し、更に

地域の産業に貢献するためには、水産試験研究機

関等との緊密な連携・協力を図ることが重要であ

ると考えている。

東シナ海漁業資源部および石垣支所について

は、次号に掲載を予定しています。
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